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上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、書
面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しており
ません。

第7回定時株主総会
電子提供措置事項のうち法令および定款に基づく

書面交付請求による交付書面に記載しない事項



・連結子会社の数 17社
・主要な連結子会社の名称 株式会社メイホーエンジニアリング

株式会社メイホーアティーボ
株式会社東組
株式会社アルト

・連結の範囲の変更 当連結会計年度より、新たに株式を取得した株式会社安芸建設コンサルタント及び株式会
社三川土建を連結の範囲に含めております。

イ．その他有価証券
・市場価格のない株式等

以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
を採用しております。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。
ロ．棚卸資産

・原材料 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）を採用しております。

・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法を採用しております。

イ．有形固定資産（リース
資産除く）

定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月
１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ２～50年
機械装置 ２～17年

ロ．無形固定資産（リース
資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づい
ております。

連結注記表
1.  連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

(2) 持分法の適用に関する事項
持分法を適用した会社はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、MEIHO APHIVAT CO., LTD.の決算日は12月31日であります。
　連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。その他の連結子
会社の決算日は、連結会計年度と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
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ハ．リース資産
・所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引
に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

ロ．賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を
計上しております。

ハ．工事損失引当金 一部の連結子会社は、当連結会計年度末手持ち工事のうち、損失の発生が見込まれるもの
について、将来の損失に備えるため、その損失見込額を計上しております。

ニ．役員退職慰労引当金 一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づ
く当連結会計年度末要支給額を計上しております。

イ．工事契約 建設関連サービス事業においては、国及び地方公共団体等を主な顧客とし、工事契約に基
づき、公共工事における各種調査、設計、測量、施工管理等の発注者支援業務を行ってお
ります。また、建設事業においては、同じく国及び地方公共団体等を主な顧客とし、工事
契約に基づき、主に建設工事、国道維持管理工事、緑化及び法面工事を行っております。
これら工事契約については、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義
務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の見積りは、期末までに
発生した工事原価が、予想される工事原価の総額に占める割合に基づいて行っておりま
す。なお、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることはできないものの、当該履
行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、履行義務の充
足に係る進捗度を合理的に見積ることができる時まで、一定の期間にわたり充足される履
行義務について原価回収基準により収益を認識しております。

ロ．人材派遣サービス 人材関連サービス事業及び建設関連サービス事業においては、企業、国及び地方公共団体
等を主な顧客とし、人材派遣サービスを行っております。人材派遣サービスについては、
人材派遣契約に基づき、派遣期間の稼働実績に応じて、収益を認識しております。

ハ．介護サービス 介護事業においては、通所施設を運営し、主にデイサービス（送迎、入浴、食事、機能訓
練等）などの介護サービスを行っております。こうした介護サービスについては、役務提
供の完了時点において収益を認識しております。

イ．退職給付に係る会計処理の方法
・小規模企業等における

簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期
末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。

ロ．重要な外貨建の資産又は
負債の本邦通貨への換算
基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益
として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債、収益及び費用は、連結決
算日の直物為替相場により円換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に
含めて計上しております。

ハ．のれんの償却方法及び
償却期間

のれんの償却については、３～５年間の定額法により償却を行っております。

③ 重要な引当金の計上基準

④ 収益及び費用の計上基準

⑤ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
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科目名 金額（千円）

売上高 4,748,125

建物及び構築物 70,571千円
土地 10,290千円

計 80,860千円

２.  会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定会計基準適
用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従っ
て、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしております。これによる連結計算書
類に与える影響はありません。

３.  会計上の見積りに関する注記
工事契約における履行義務の充足に係る進捗度の見積り

① 当連結会計年度の計上額
履行義務の充足に係る進捗度の見積りに基づき認識された工事契約に係る収益は以下のとおりです。

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
イ．算出方法

　一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断された工事契約については、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収
益を認識しております。進捗度の見積りは、期末までに発生した工事原価が、予想される工事原価の総額に占める割合に
基づいて行っております。

ロ．主要な仮定
　工事原価総額の見積りは受注時の仕様書や顧客との打合せ、現地調査、外注先からの見積書などに基づき、工事着工時
に工事責任者が案件ごとに実行予算を策定し決定します。また工事着工後も、請負金額や外注金額の変更、天候不順によ
る工期遅れ、若しくは業務内容の変更などによって実行予算の変更が生じ、これに伴い工事原価総額及び工事進捗度の見
直しを行います。

ハ．翌年度の連結計算書類に与える影響
　工事の進捗に伴い工事原価総額の見直しが行われ、その結果、進捗度の見積りが変動し、進捗度に基づき認識される収
益の金額に影響を与える可能性があります。

４.  連結貸借対照表に関する注記
担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務
該当事項はありません。
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株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
の株式数

普通株式 1,560,600株 3,500株 －  株 1,564,100株

株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
の株式数

普通株式 52株 61株 －  株 113株

連結貸借対照表計上額 時　価 差　額
長期借入金
（１年内返済予定を含む） 332,504 332,504 －

５.  連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数に関する事項

（注）発行済株式数の増加は、新株予約権の行使3,500株による増加分であります。

(2) 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

該当事項はありません。
② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

該当事項はありません。

(3) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種類及び
数に関する事項
普通株式　　34,000株

(4) 当連結会計年度の末日における自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式数の増加は、取締役会の決議に基づく単元未満株式の買取り61株による増加分であります。

６.  金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しており
ます。
　グループ営業管理規程及びグループ与信管理規程に従い、営業債権について、営業担当部門及びリスク管理部門が主要な取
引先の状況を随時モニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の
早期把握や軽減を図っております。
　借入金の使途は運転資金、設備及びM＆Aの投資資金であります。デリバティブ取引については、取引は行わない方針であ
り、当社グループは、当連結会計年度においてデリバティブ取引は行っておりません。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2023年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場
価格のない株式等は、次表には含めておりません（（注）参照）。
　また、「現金及び預金」「売掛金」「買掛金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額
に近似することから、注記を省略しております。

（単位：千円）
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区　分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 6,630

レベル１の時価 ： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の
対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価 ： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るイ
ンプットを用いて算定した時価

レベル３の時価 ： 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

区　分
時　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金
（１年内返済予定を含む） － 332,504 － 332,504

（注）市場価格のない株式等
（単位：千円）

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しており
ます。

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルの
うち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
該当事項はありません。

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
長期借入金
　長期借入金は変動金利のため短期間で市場金利を反映し、また当社グループの信用状態が借入後大きく変化していない
ことから、時価と帳簿価額が近似していると考えられるため当該帳簿価額によっております。当該借入金はレベル２の時
価に分類しております。

７.  賃貸等不動産に関する注記
賃貸不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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建設関連
サービス事業

人材関連
サービス事業 建設事業 介護事業 合計

国内官公庁 3,132,808 7,755 1,290,708 1,435 4,432,706

国内官公庁以外の公法人 72,363 503 － 591,456 664,322

国内民間 488,122 1,302,656 305,823 113,692 2,210,293

海外 62,931 558 － － 63,490

顧客との契約から生じる収益 3,756,225 1,311,472 1,596,531 706,583 7,370,810

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 3,756,225 1,311,472 1,596,531 706,583 7,370,810

８.  収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

(2) 収益を理解するための基礎となる情報
① 工事契約

　建設関連サービス事業においては、国及び地方公共団体等を主な顧客とし、工事契約に基づき、公共工事における各種調
査、設計、測量、施工管理等の発注者支援業務を行っております。こうした工事契約においては、サービスから生じる資産
を顧客が受け取るのと同時に消費しており、当該事業を行う連結子会社が顧客との契約における義務を履行するにつれて、
顧客はその便益を享受していることから、一定の期間にわたり充足される履行義務であると判断しております。
　建設事業においては、同じく国及び地方公共団体等を主な顧客とし、工事契約に基づき、主に建設工事、国道維持管理工
事、緑化及び法面工事を行っております。こうした工事契約においては、当該事業を行う連結子会社が顧客との契約におけ
る義務を履行することにより資産が生じる又は資産の価値が増加し、当該資産が生じる又は当該資産の価値が増加するにつ
れて、顧客が当該資産を支配することから、一定の期間にわたり充足される履行義務であると判断しております。
　履行義務の充足に係る進捗度の見積りについては、期末までに発生した工事原価が、予想される工事原価の総額に占める
割合に基づいて行っておりますが、これは、当該財又はサービスの提供は、顧客へ支配が移転する財又はサービスと、発生
した工事原価との間に直接的な関係性があり、したがって、発生した原価を基礎としたインプットに基づき、履行義務の充
足に係る進捗度を合理的に見積もることができると判断したためです。
　なお、請負の対価の額が確定していないなどの理由により、進捗度を適切に見積るための信頼性のある情報が不足し、そ
のため履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができない場合であっても、過去の取引実績や受注段階での交渉
から、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、履行義務の充足に係る進捗度を合
理的に見積ることができる時まで、一定の期間にわたり充足される履行義務について原価回収基準により収益を認識してお
ります。
　工事契約に基づく債権の回収は、工事完了後、概ね２か月以内に受領しており、短期間であるため、重要な金融要素の調
整は行っておりません。

② 人材派遣サービス
 　人材関連サービス事業においては、企業を主な顧客とし、人材派遣サービスを行っております。また建設関連サービス事
業においても、国及び地方公共団体等を主な顧客とし、公共工事における各種調査、設計、測量、施工管理等の発注者支援
業務として、人材派遣サービスを行っております。
　これら人材派遣サービスについては、人材派遣契約に基づき、派遣期間にわたり、その稼働実績に応じて、毎月請求を行
うことから、こうした請求金額に基づいて収益を認識しております。人材派遣契約に基づく債権の回収は、請求後、概ね２
か月以内に受領しており、短期間であるため、重要な金融要素の調整は行っておりません。

6



当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 522,107

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 504,596

契約資産（期首残高） 805,978

契約資産（期末残高） 590,850

契約負債（期首残高） 146,228

契約負債（期末残高） 285,266

当連結会計年度

１年以内 2,649,865

１年超過 254,433

合計 2,904,297

③ 介護サービス
　介護事業においては、通所施設を運営し、主にデイサービス（送迎、入浴、食事、機能訓練等）などの介護サービスを行
っております。通常、デイサービスでは１日型ないし半日型で介護サービスを提供しており、そのため、役務提供の完了時
点において収益を認識しております。代金の回収は短期間で行われるため、重要な金融要素の調整は行っておりません。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
【契約資産及び契約負債の残高等】

（単位：千円）

契約資産は、主に工事契約において、工事完了前のため未請求の、履行義務の充足に係る進捗度に基づき認識した収益に係
る連結子会社の権利に関するものです。こうした契約資産は、工事が完了し、対価に対する連結子会社の権利が無条件になっ
た時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられ、おおむね２か月以内に対価を受領しております。

契約負債は、主に工事契約において、工事完了前に顧客から対価を受領した前受金に関するものです。契約負債は、収益の
認識に伴い取り崩されます。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、138,845千円です。また、当連
結会計年度において、契約資産が215,128千円減少した主な理由は、顧客との契約から生じた債権への振替による減少が、収
益認識による増加を上回ったことによるものであります。契約負債が139,038千円増加した主な理由は、建設関連サービス事
業及び建設事業の前受金の受取による増加が、収益の認識による減少を上回ったことによるものであります。

過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益（主に進捗度の見積りの変動及
び取引価格の変動）の額は77,311千円です。

【残存履行義務に配分した取引価格】
　残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりです。

（単位：千円）

なお、収益認識に関する会計基準の適用指針第19項に従って、履行したサービスに応じて請求する権利を有する金額で収益
を認識する契約につきましては、収益認識会計基準第80-22項（2）の定めを適用し、残存履行義務に配分した取引価格を注
記の対象に含めておりません。
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(1) １株当たり純資産額 1,358円78銭
(2) １株当たり当期純利益 172円77銭

取得の対価 現金及び預金 271,431千円
取得原価 271,431千円

９.  1株当たり情報に関する注記

10.  重要な後発事象に関する注記
（株式取得による企業結合）

　当社は、2023年３月14日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社メイホーエンジニアリングが株式会社
フジ土木設計の発行済株式の全部を取得し子会社化することを決議し、2023年３月15日付で株式会社メイホーエンジニアリン
グは株式譲渡契約を締結いたしました。当該株式譲渡契約に基づき、2023年７月３日付で同社の全株式を取得しております。

(1) 企業結合の概要
① 被取得企業の名称及び事業の内容

　被取得企業の名称　　株式会社フジ土木設計
　事業の内容　　　　　建設コンサルタント業、測量業

② 企業結合を行った主な理由
　株式会社フジ土木設計は1980年に有限会社フジ土木設計として設立（1991年に株式会社フジ土木設計に改組）さ
れ、測量・設計・補償・土木インフラ調査等を幅広く手掛け、調査段階から維持管理まで一貫したマネジメントサービス
を提供し、北海道を中心に地域の安全安心を支え、地域と共に歩んできております。また、災害が発生した場合において
は、地元企業として迅速な対応と高い技術力を発揮し災害復旧事業に主体的に携わり、地域の復興に貢献しております。
　株式会社メイホーエンジニアリングをはじめとする建設コンサルタント７社と株式会社フジ土木設計は、互いの強みを
融合することにより、単なるスケールメリットだけでなく、新しいシナジーを生み出すことを可能とし、より一層地域社
会に貢献できるものと考え、協議の結果、株式会社フジ土木設計がメイホーグループに参画することについて合意いたし
ました。

③ 企業結合日
　2023年７月３日

④ 企業結合の法的形式
　現金を対価とする株式取得

⑤ 結合後企業の名称
　変更はありません。

⑥ 取得した議決権の比率
　100％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
　当社の連結子会社である株式会社メイホーエンジニアリングが、現金を対価として株式会社フジ土木設計の株式を取得
したことによるものです。

(2) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

(3) 主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等　　　24,000千円

(4) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
現時点では確定しておりません。
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(5) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
現時点では確定しておりません。

11.  その他の注記
記載額は千円未満を四捨五入して表示しております。
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・子会社株式及び関連会社
株式

移動平均法による原価法を採用しております。

・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法を採用しております。

① 有形固定資産（リース資産
を除く）

定率法を採用しております。
ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用してお
ります。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物附属設備 18年
工具、器具及び備品 ２～６年

② 無形固定資産（リース資産
を除く）

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
商標権 10年
自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）

・所有権移転外ファイナンス・
リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

・賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上
しております。

個別注記表
１.  重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2) 固定資産の減価償却の方法

③ リース資産

(3) 引当金の計上基準

(4) 収益及び費用の計上基準
　当社は純粋持株会社として、グループ各社に対し経営管理を行っており、その収益は、主に当社の子会社である中間持株会
社からの経営指導料及び受取配当金からなります。経営指導料については、子会社との経営指導契約に基づき、毎月の請求金
額により収益を認識しております。受取配当金については、効力発生時点で収益を認識しております。

２.  会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定会計基準適
用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時
価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしております。これによる計算書類に与える
影響はありません。
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① 短期金銭債権 72千円
② 短期金銭債務 1,773千円

営業取引による取引高
売上高 525,782千円
販売費及び一般管理費 19,907千円

営業取引以外の取引高 27,048千円

株式の種類 当事業年度
期首の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
の株式数

普通株式 52株 61株 －  株 113株

繰延税金資産
未払事業税 1,245千円
関係会社株式評価損 42,009千円
賞与引当金 5,192千円
その他 1,073千円
繰越欠損金 37,822千円

繰延税金資産小計 87,342千円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △37,822千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △49,520千円

評価性引当額小計 △87,342千円
繰延税金資産合計 － 千円

３.  表示方法の変更に関する注記
（貸借対照表）

　前事業年度において、「流動負債」の「その他」に含めていた「未払消費税等」は、金額的重要性が増したため、当事業年度
から独立掲記することとしました。なお、前事業年度の「未払消費税等」は8,566千円であります。

４.  貸借対照表に関する注記
関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

５.  損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

６.  株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式数の増加は、取締役会の決議に基づく単元未満株式の買取り61株による増加分であります。

７.  税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種類 会社等の名称 議決権等の
所有割合(％) 関連当事者との関係 取引内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社
株式会社
メイホーエンジニ
アリング

直接
100

経営指導
資金の貸付
役員の兼任
当社債務の一部に
ついて担保提供

経営指導料の受取
（注1） 213,384 － －

資金の貸付
資金の回収
利息の受取
（注2）

1,630,022
1,254,795

14,111

1年内回収予定の
関係会社長期貸付金 154,746
関係会社短期貸付金
関係会社長期貸付金

253,398
865,642

子会社
株式会社
メイホーエクステ
ック

直接
100

経営指導
資金の貸付

経営指導料の受取
（注1） 65,532 － －

資金の貸付
資金の回収
利息の受取
（注2）

459,830
130,872

4,233

1年内回収予定の
関係会社長期貸付金 29,160
関係会社短期貸付金
関係会社長期貸付金

395,630
213,740

子会社
株式会社
メイホーアティー
ボ

直接
100

経営指導 経営指導料の受取
（注1） 106,836 － －

子会社 株式会社アルト
直接
100

経営指導
資金の貸付

経営指導料の受取
（注1） 71,760 － －

資金の貸付
資金の回収
利息の受取
（注2）

336,700
322,152

505

1年内回収予定の
関係会社長期貸付金 2,652
関係会社短期貸付金
関係会社長期貸付金

47,700
2,764

子会社 株式会社オースギ
間接
100

資金の借入

資金の借入
資金の返済
利息の支払
（注2）

185,000
125,000

375

関係会社短期借入金 160,000

子会社
株式会社
エイコー技術コン
サルタント

間接
100

資金の借入

資金の借入
資金の返済
利息の支払
（注2）

163,000
78,000

297

関係会社短期借入金 115,000

子会社
株式会社
地域コンサルタン
ト

間接
100

資金の借入

資金の借入
資金の返済
利息の支払
（注2）

148,000
184,000

1,329

関係会社短期借入金 218,000

子会社
株式会社
エスジー技術コン
サルタント

間接
100

資金の借入

資金の借入
資金の返済
利息の支払
（注2）

43,000
88,000
1,269

関係会社短期借入金 190,000

子会社 株式会社
ノース技研

間接
100

資金の借入

資金の借入
資金の返済
利息の支払
（注2）

345,000
127,000

959

関係会社短期借入金 308,000

子会社
株式会社
安芸建設コンサル
タント

間接
100

資金の借入

資金の借入
資金の返済
利息の支払
（注2）

399,000
99,000

903

関係会社短期借入金 300,000

８.  関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等
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種類 会社等の名称 議決権等の
所有割合(％) 関連当事者との関係 取引内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社 株式会社東組
間接
100

資金の借入

資金の借入
資金の返済
利息の支払
（注2）

160,500
83,400

172

関係会社短期借入金 77,100

子会社 株式会社愛木
間接
100

資金の貸付

資金の貸付
資金の回収
利息の受取
（注2）

92,250
69,000

377

関係会社短期貸付金 43,608

子会社 株式会社有坂建設
間接
100

資金の借入

資金の借入
資金の返済
利息の支払
（注2）

78,000
108,000

1,017

関係会社短期借入金 130,000

子会社 株式会社三川土建
間接
100

資金の借入

資金の借入
資金の返済
利息の支払
（注2）

185,000
16,000

256

関係会社短期借入金 169,000

(1) １株当たり純資産額 675円85銭
(2) １株当たり当期純利益 21円70銭

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）経営指導料については、経営の管理・指導等を行うため一定の合理的な基準に基づき決定しております。
（注2）資金の貸付・借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

９.  収益認識に関する注記
　収益を理解するための基礎となる情報については、「１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記　(4) 収益及び費用の計上基
準」に記載のとおりです。

10.  １株当たり情報に関する注記

11.  重要な後発事象に関する注記
（株式取得による企業結合）

連結注記表「重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

12.  その他の注記
記載額は千円未満を四捨五入して表示しております。
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